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〒

部 課

歳

歳 月

管理部主事

総括課長補佐 管理部長 兼務

課長補佐 地域活性化事業部長 兼務

R2

主任主事 管理部主事 兼務

兼務係長

R2

R4

4 0

兼務県職員

01 0

4

賞与月数

R3

*

平均年齢

*

30代20代以下

県OB 他自治体ﾌﾟﾛﾊﾟｰ

その他

1

兼務
県職員

0

民間
非正規職員

うち県OB

派遣
県職員

R3

　正規職員平均給料月額(千円)

　常勤役員報酬年額(千円)

九州電力㈱

469,340

21,540

10,000

10,000

10,000

事務局長

5

05 5

5

R3

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）

民間 その他派遣県職員

　正規職員平均給料月額(千円)

　各年代別正規職員数(名)

*

企業振興課長

職員
（名）

6 6 6

他自治体

*

1

兼務

区分

資本金・
基本金等の額

(千円)

82.21

企業振興

総　額

主な出資者

50,000

産業労働

8.76

1.75

3.77

㈱長崎銀行

R4

0

5

5

うち県OB

１．団体の概要

団体名
長崎県産炭地域振興財
団

（公財）

長崎県内における産炭地域振興対策等を講ずることにより、
石炭鉱業の閉山及びその企業活動の結果に起因する諸問
題の解決並びに産炭地域における地域経済の自立的な発展
に寄与することを目的とする。平成13年度末で産炭地域振興
臨時措置法等が失効することに対応するため、国の産炭地
域振興審議会の答申に基づき、国の指導により設置された。

定款等に定める事業

１．産炭地域新産業創造等基金事業
    …産炭地域で行われる新たな雇用を創出する事業への
       助成

２．特定鉱害復旧事業等基金事業
　　…地表５０ｍ以浅にある坑道に起因する鉱害復旧事業

570,880

1.75

1.75

100.00

設立目的、経緯及び根拠法

℡

Fax

E-Mail

長崎市尾上町３－１

８５０－８５７０

長崎県

㈱十八親和銀行

電源開発㈱

その他

０９５－８９５－２５４４

０９５－８９５－２６３７

設立年月日 平成9年2月4日

https://www.pref.nagasaki.jp/bunrui/shigoto-sangyo/sangyoshien/santan/santanzaidan/ホームページURL

所在地等

県所管課

出資額(千円) 比率(％)

常勤役員
（名）

R2

合　計

非常勤

区分

1

R4

40代

*

上記役員以外の顧問等

出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

県の役職 団体での役職

非常勤産業労働部長 代表理事県からの常勤又は非常勤役員

1人当たり人件費(年度推移)

5

正規職員

60代以上

*

50代

* *

*

1人当たり人件費(R4、年代別)

*

管理部主事 兼務主事

県派遣又は兼務職員
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

 組 織 図

社員総会 4 名

理事会 3 名 事務局 7 名

代表理事 1 名 事務局長 1 名

理事 2 名 管理部 4 名

地域活性化事業部 2 名

監事 2 名

〈当年度受入額〉 〈当年度末残高〉

貸付金

損失補償・債務保証額

１　政策目標

〇

1

2

-

事業概要事業名

産炭地域新産業
創造等基金事業

出資金

委託料

負担金

貸付金残高

-

-

柱2　力強い産業を育て、魅力あるしごとを生み出す

戦略2-1　　新しい時代に対応した力強い産業を育てる

２　県との役割分担

３　事業実施状況

県の役割

基金により産炭地域の活性化に資する事業への助成、
及び特定鉱害の復旧事業を実施する。

事業実施状況については、定期的に確
認を実施。
今後も、産炭地域を有する長崎市・西
海市と連携して、市が策定した産炭地
域新産業創造実施計画に基づく事業
に対し、効果的な助成を実施していく。

説明

県が国庫補助（産炭地域活性化事業費補助金）を受けて
資金を拠出し、公益法人が基金を造成して事業実施する
よう補助要綱により定められている。

事業の評価、今後の方向性事業費(千円)

財団の指導・監督を行う。

団体に委ねる理由

県が直接実施するよりも効果的・効率的に事業実施可能

県が直接実施することが困難

その他

主な実績

団体の役割

４．県の政策との関連性

損失補償・債務保証残高

事業継続中
（R5完了見込）

-

-

-

２．組織・人員の状況（３月３１日現在）（続き）

-

３．県財政負担の状況（千円）

補助金

151,720

地場農林水産物を
利用した食品提供と
介助サービス付き生
活食料品販売

-
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

５．中期経営計画等の進捗状況・事業目標の達成状況 ◎　達成　　○　一部達成　　×　未達成　　－　未実施

№

〇

①
②
③

④

計画上の目標値

（翌年度に向けての改善事項等）

（目標値設定の根拠・考え方）

最終年度(R　　)

R4実績

[２点]中期経営計画（計画期間３年以上）を策定している

最終年度(R　　)

R2

中期経営計画の目標達成
事業目標の達成

達成状況

県が期待する効果の実現 [１点]効果を概ね実現している　 [２点]十分実現している

判定項目

中期経営計画の策定

No. 項目名

－

評価基準

（目標値設定の根拠・考え方）

No.

最終年度

R4
実績 (R　)

項目名

計画上の目標値

達成状況
最終年度

－

（目標値設定の根拠・考え方）

（翌年度に向けての改善事項等）

目

標

値

（翌年度に向けての改善事項等）

達成状況

項目名 R4実績
目

標

値

（目標値設定の根拠・考え方）

①

(R　) 達成状況

－

③

②

No.

R4
実績

④

（翌年度に向けての改善事項等）

－

中
期
計
画

No.

-

2

[１点]目標を１項目達成　　　　　　[２点]２項目以上達成
[１点]事業目標を１項目達成 　　 [２点]２項目以上達成

（計画達成状況の判定）

R4

十分実現している 助成事業については、要望のあった事業の実現可能性や継続可能性
について専門家による診断を行い、可能性が認められる事業への助
成ができている。

点数

-
-

合計 2

評価理由

項目名

備考R3

実現できていない

概ね実現しているが未実現の部分がある

①

②

評価結果

（計画）

（実績）

（計画）

事
業
目
標

③
（実績）

項目名

（計画）

（実績）

（県が期待する効果の実現）
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【公益法人会計基準適用法人用】 直近の決算日： 令和 5 年 3 月 31 日

（財務状況の判定）

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

項　　　　　　　　　　目

【貸借対照表】

2,418

667,059

　　うち金銭債権額
固定資産

　　うち退職給付引当金
負債合計

指定正味財産
2,661 2,848

793,750

0

６．財務の状況

86.79

　事業費

経常外損益

100.00

一般正味財産
正味財産合計(B) 791,088

　うち補助金収入
　うち基本財産等運用益収入

　うち県財政支出額(E)
経常費用

0

0

103,590 34.12303,627

100.17

100.00

経常収益(C)
　うち受託事業収入

当期収支差額

-10.78
15,489

-308,602

0

-1,732.83

-15924.27

0

当期収入
当期支出

0 32

当期収支差額(L)
次期繰越収支差額(M)

6,408

6,408
0

317
当期収入

-2.0

点数
対前々年度比

R3

　うち自己収入(D)

流動資産

　基本財産
　特定資産
　その他固定資産

資産合計(A)

-
0

317
33.12

319
0

101.25670,399
101,540
560,591

-
84.77

100.00

0.000

97.7630,862

303,627

団体債務保証額
【正味財産増減計算書】

99.00

流動負債
　　うち短期借入金
固定負債
　　うち長期借入金

107.69

412.01

15.30

2,930

548

34.05

-

103,271

99.37

2,169.18

-

0

-

-

3,395
3,712

2,935
317

-14,989

-10.78
- -

0

31,169

865

0

数値・比率

当期一般正味財産増減額率(J／C)

当期指定正味財産増減額(K)

当期指定正味財産増減額(K)

　　うち人件費(F)
　管理費(G)
　　うち人件費(H)

2.07

当期経常増減額率(I／C) 2.07

経常費用

-0.67

2,925

経常収益

県財政支出率(E／C)

102,580

15,854
33.19
34.12103,590

-32

【会計単位別】
法人会計

（会計方針の変更による影響額）

当期一般正味財産増減額(J)
32.71-308,602

0

次期繰越収支差額(M)

各財務数値の増減理由及び各種引当金の設定状況等

3.29

49.69

-0.67

2,169.18

3,712

97.78
-14,989

当期支出当期経常損益

3.58

-
- 0

33.19

97.78

0
682,548

-

0.53

【収支計算書等】
0 -

当期経常増減額(I)

865

0

310,035

-2,847
-12,142

865

50.82

31,169

99.56

30,478 97.78

99.90
11821.26

99.79 63.35

36.65

50.8215,489

0.31

0.00

99.69

301.30

数値・比率

317

15,854
32

対前年度比

-32

-10.78

合計 -10.0

0.10 35617.48

0.0

0.0

※判定項目ごとに評価基準に基づき採点

-2.0

0.000.00

自己収入比率(D／C)

管理費比率(G／C)

正味財産比率(B／A) 99.66

-2.0

63.4263.55

-2.0

0.0

8,083 -8.0132.71-100,943

99.9299.59

-329.13-32.49

99.8999.97

-2.62

49012.23

-2.0-32.49 -83838.75258041.56

-14,989

317317

判定項目
R4

数値・比率
R2

865-2,847
0特定鉱害復旧事業等基金会計

合　　　　　　計

新産業創造等基金会計 548 3,363 -2,815 548 15,505 -14,957

・R2、R3年度は新産業創造等基金会計において大口の助成金支出があり、固定資産額は減となっているが、R4年
度は助成金の支出がなく管理運営費のみとなったのに加え、流動資産としていた一部の資金（過年度に取り崩し
過ぎていた基金運用益）を特定資産に戻入したことにより、固定資産額は増となった。
・退職給付引当金は、給料月額に在職年数を乗じて得た額としている。

対前年度比

8,083 -8.01

0.84

243

0

31,169
759,919

319

2,418

6,408

0

319

-

102,899

310,035

15,489

0

30,478

0
-691

0

0

102,899

-691

319

-100,943

-691

1

-

2,790
0

0
309,716

-
107.69

87.15
30,478

2,604
-

86.72658,977

0

689,455

685,578
240

692,303 87.22

303,308

-
0.84

0
107.14

-

0

50.82
101.23

99.37

100.17

2,790

0

106.39

-
100.41244

107.03
2,604

3,030
107.14

100.00
101.47568,859

0

101,540

98.36
99.03

662,131

661,347

762,888
101,540

30,172

R2 R4

（単位：千円、％）

金額

50.3115,179
0 -

R3

-

対前年度比対前年度比 対前年度比

0

金額

0

金額
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出資団体の概要（出資団体経営評価・診断表　様式①）

【共通】

７．経営内容及び事業活動についての総合判定

（団体の自己評価）

５点以上：Ａ －５点以上～５点未満：Ｂ －５点未満：Ｃ

概ね良好 改善の余地あり 一層の努力が必要

（県の評価）

※評価の内容、県評価での加点・減点、総合判定の理由

（加点・減点を行う場合は、点数及び理由を具体的に記載ください。）

引き続き県が事務局を務め、産炭地域の振興に資する効率的、効果的な事業を実施していく。

「計画達成状況」「財務状況」の合計点数

※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等

・財務状況の判定の①については、経常増減額がマイナスであることで減点となったものであるが、公益法人であ
るため収支相償の観点から問題ないと考える。
・②についても、一般正味財産としていた「過年度の取り崩し過ぎていた基金運用益」を指定正味財産に戻入（適切
な処理）をしたことによることが影響しており、問題ないと考える。
・⑤についても②の影響を受けたもので、適正な是正処理をしたR4年度に限ったものであるため、問題ないと考え
る。
・⑦⑧については、収入増で改善が見込まれるため、証券会社等との情報交換などにより、資産運用効果を高め
ていく。

総合判定 Ｂ

（今後の県の関与の方針）

合計点数

-8.0 

-2.0 

・上記「財務状況の判定」欄において、①当期経常増減額率(I／C)：-2.0点、②当期一般正味
財産増減額率(J／C)：-2.0点、⑤次期繰越収支差額(M)：-2.0点となっているが、上記「団体
の自己評価」の「※事業活動・経営の努力・今後の課題及び改善事項等」に記載のとおり、
①②⑤についてはやむを得ない事由によるものと判断し、①②⑤の減点をなし（-2.0点→0
点）とした。
・今後とも、証券会社等と適宜情報交換をしながら基金の効率的な運用を行い、それを活用
した助成事業を実施することにより、産炭地域の振興に貢献していく必要がある。

Ｃ総合判定
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